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研究成果の概要（和文）：本研究では，環境保全のための多主体間連携の実態を把握することを目的として市民
団体にアンケート調査を実施し，得られた156件の回答を分析した．その結果，88.5%に連携経験があり，活動分
野による連携形態の差異は見られなかった．また，138の連携事業を類型化し，各類型の連携および実施団体の
特徴を分析した結果，『市民型』団体は組織内の人材育成を積極的に実施し，市民団体間で小規模に連携してい
る，『多主体型』団体は専門性が高く，多様な主体が資源を出し合い連携している，『行政型』団体は連携志向
や他組織との繋がりを広げる意識が低く，行政から様々な資源提供を受けて活動していることなどが明らかとな
った．

研究成果の概要（英文）：To clarify actual situation of collaborative activities among various 
organizations for environmental conservation, this study conducted a questionnaire survey to NPOs 
and analyzed 156 respondents. As a result, 88.5% of NPOs had collaboration experience, and those 
activities type were not dependent on the field. Having classified 138 collaborative activities, it 
was considered that NPOs of type-A improve member’s skills and collaborate with other NPOs in a 
small scale; type-B have high expertise and share resources with various organizations; and type-C 
have no intention of collaborating and receive various resources from governments.

研究分野：環境政策

キーワード： 協働　環境NPO　住民参加

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究によって，国内の多様な分野の環境保全活動における多主体間連携の実態を把握することができた．調査
から把握した，連携内容の詳細や関係主体が提供する資源等については今後連携を希望する団体の参考資料とな
ることが考えられる．また，連携のタイプによって，人材育成の積極さや専門スキルの必要性，活動資源の調達
方法などに特徴があることが分かった．以上のことは，活動団体が目指す連携の在り方に応じて連携すべき主体
や習得すべきスキルなどについて参考になるものと考えられる．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
近年，行政や NPO，企業，教育機関など多様な組織が気候変動や森林破壊，水質悪化など様々
な分野の課題に対して世界規模や地域レベルで環境保全活動を実施している．また，特定非営利
活動促進法が施行された 1998 年以降，公共課題の解決において NPO に期待される部分が大き
く，行政との協働や多様な主体間の連携による取組みが増加している．連携することによって資
源や時間の節約，現行の取組みの改善，新たな地域課題への対応などの効果を期待できる．しか
し，連携のきっかけを得られない，適切な連携先を見つけられない，連携によって事務作業や費
用が余計にかかる場合があるなど連携には多くの課題がある． 
環境保全活動の連携に関する研究では，特定のプロジェクトや事業を対象とするものは多い．
しかし，これまでの研究では，活動分野による連携の差異についてその有無や詳細は明らかにな
っていなかった． 
 
２．研究の目的 
本研究では，全国の環境保全団体における多様な分野の連携実態を把握し，活動分野による連
携形態の差異，および，連携形態による事業の類型化から類型ごとの組織の特徴について明らか
にすることを目的とした． 
なお，本研究における連携とは「公共課題の解決のために 2つ以上の主体が協力して取り組む
こと」と定義し，「協力する」とは，各主体が所有する資源を①資金，②人手，③物資，④場所，
⑤スキル，⑥ネットワークの 6種類とし，これらを共有する（相互に補う）こととした． 
 
３．研究の方法 
 上記の目的を達成するため，まず，文献調査お
よびヒアリング調査を実施し，それらの結果を踏
まえてアンケート調査を実施した．調査対象は，
2018年 5月時点で『環境 NGO・NPO総覧オンラ
インデータベース』１)に記載されていた特定非営
利活動法人・任意団体の中から，活動の目的に「環
境保全」が含まれ，かつ，メールアドレスを確認
することができた 1,707 団体とした．調査項目と
回答形式は表１に示す通り，連携実態の他，組織
の特徴として「組織概要」「連携志向」「専門性」
「外部との繋がり」について把握した．調査は，
Googleフォームによって回答を求め，2018年 8月
2日から 11月 23日に実施，回収数は 156件（回
収率 9.1%）であった． 
回答結果の分析では，まず，連携実態として連
携経験の有無や活動分野，連携期間，各組織の役
割，コーディネーターの有無などについて単純集
計した．次に，過去 5年間に連携経験があった 138
事業を対象として[連携期間][連携組織数][連携コ
ーディネーターの有無][行政負担率] [スキル提供
組織数][各組織の提供資源]を変数としてWard法，
平方ユークリッド距離によってクラスター分析
を行い，3 つの類型に分け，類型ごとの組織の特
徴を一元配置分散分析によって明らかにした． 
 
４．研究成果 

４‐１．全国の環境保全団体における連携の実態 
調査の結果，回答した 156団体のうち，現在連携してい
る組織は 80.8%（126団体），現在は連携していないが過去
5年間に連携した事がある組織は 7.7%（12団体），連携し
たことがない組織は 11.5%（18団体）であった．これ以降
の質問では，連携している（していた）活動のうち主な事
業について回答を求めた． 
単純集計のうちまず，各活動分野の事業数を図１に示す．
図より，森林整備や植樹など「森林の保全・緑化」，河川
の水質や生物調査など「水・土壌の保全」が 20事業以上
と多く，次いで市民共同発電や気候変動に関する啓発など
「地球温暖化防止」，希少種の保護や外来植物の駆除など
「生物多様性保全」，リサイクルなど「循環型社会」の順 

調査項目 回答形式
(選択肢数)

1.過去5年間の連携の有無 単一(3) ※1
2.連携開始の理由 複数(7)
3.事業名・目的・活動場所 記述
4.活動内容 複数(8)
5.連携期間 記述
6.活動や会議の頻度 リッカート(6)
7.スタッフ数・連携組織数 記述
8.各組織の提供資源 単一(2)
9.コーディネーターの有無 単一(2)
10.連携の課題 記述
1.理事の年齢構成 単一(6) ※2
2.常勤職員の人数 記述
3.行政によって設立 単一(2)
4.助成金の受託件数 単一(7)
5.受賞歴の有無 単一(2)
1.連携意欲 リッカート(5)
2.連携ノウハウ リッカート(5)
3.他組織への呼びかけ リッカート(5)
1. 課題解決方法の把握 リッカート(5)
2.資格や専門知識の所有 リッカート(5)
3. 独自教材などの作成や共有 リッカート(5)
4. 人材育成の頻度 リッカート(5)
5. 外部の専門意見の取入れ リッカート(5)
1.組織外の協力者 リッカート(5)
2.同一課題活動組織との関わり リッカート(5)
3.ネットワーク組織との関わり リッカート(5)
4.交流の場への参加頻度 リッカート(5)
5.組織外の協力者 リッカート(5)

※1 連携中，過去5年に連携有/無の3択
※2 10代-70代以上の理事の人数を0人-5人以上の選択肢で尋ねた
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図１ 連携事業の活動分野

表１ 調査項目と回答形式 



に多いことが分かる．図中の「環境教育」は森林や水環境の保全活動とともに実施されている場
合はそれらの分野に含め，特定のフィールドではなく人材育成を主な目的とする場合にこの分
野に含めた．また，「全般」は同一地域内で活動する組織間の交流会の開催など，分野を特定で
きない事業をこのカテゴリに分類した．  
連携期間としては平均値が約 9.4年，中央値は 6年，最長で 68年間継続している活動もあっ
た．活動の頻度については，「年に 1回」が 35.1%と最も多く，続いて「半年に 1回」が 26.6%，
「月に 1回」が 19.1%であった．その他，シーズンによって頻度が異なるケースや活動内容によ
って実施頻度が全く異なるなどの回答もあった．一方，連携のための会議の頻度は「月に 1回」
が 42.6%と最も多く，この理由として，日常的な活動メンバーと異なるため丁寧な意見交換が必
要であること，また，新たな活動の場合は立ち上げのための準備作業が多くあることなどが考え
られた． 
連携している主体数は「1～4組織」が 52.9%と最も多く，続いて「10～29組織」が 20.2%，「5
～9 組織」が 18.6%であった．具体的な連携主体として，89 事業で「（回答団体以外の）市民団
体」，86事業で「行政」，55事業で「企業」が連携に関わっていた．それら主体の役割分担とし
て各主体が提供している資源を確認したところ，回答団体は「人手」と「スキル」，市民団体は
「人手」，行政は「資金」と「場所」，企業は「資金」と「人手」，大学は「人手」と「スキル」
を主に提供していることが分かった． 
一方，連携における多主体間の媒介役としてコーディネーターがいる事業は 64.4%，いない事
業は 35.6%であった．コーディネーターの役割としては，65事業で「活動の企画」，63事業で「関
係組織への情報提供や交渉」，60事業で「連携組織の運営」が挙げられていた．さらに， 58.8%
が回答団体の内部に，27.1%が回答団体と外部の組織の両方にコーディネーターが存在していた． 
最後に，連携の課題として，64事業で「活動資金が不足している」，40事業で「事務局の負担が
大きい」「メンバーの参加意欲に差がある」が挙げられていた． 
 
４‐２．連携の特徴による組織の特徴 

連携形態および連携事業への提供資源によって 138 の事業を類型化し，類型ごとの組織の特
徴について分析した．まず，[連携期間][連携組織数][連携コーディネーターの有無][行政負担
率][スキル提供組織数][各組織の提供資源]を変数としてクラスター分析を行った．結果，3 つの
類型に分けることとした．次に，一元配置分散分析により多重比較を行い，連携形態と各組織の
提供資源について類型間の差を確認した結果を表２に示す．表中，連携形態では各項目の平均値
を記載し，1つ以上の他の類型と有意差が認められた数値については，セルの色が濃いほど値が
高いことを示す．提供資源では 1 つ以上の他の類型との間に有意な差を確認できたものについ
て，提供する組織の欄に資源名を記載した．また，平均値および資源名の右側に記載されている
ローマ数字は多重比較の結果 5%水準で有意差があった類型を意味する．次に，各類型における
総事業数に対する 7種類の各活動内容に取り組む事業数の割合を表３に示す．ここでは，1つの
連携事業の中で複数の活動内容を実施するケースが多いことに注意する必要がある． 
表２の類型Ⅰでは，市民団体が物資や
スキルを提供していることが多く，連携
期間が比較的短い，また，連携組織数が
少なく，行政負担率が低い等の特徴が見
られた．これらのことから同類型では市
民団体間において比較的小規模な連携
をしていると考え『市民型』と名付けた．
また，活動内容（表３）を確認したとこ
ろ，[清掃・駆除]を行う事業が 18%と比
較的少ないものの，それ以外については
いずれも 20-30%で活動分野に偏りは見
られなかった．これらのことから，特定
のテーマではなく，対象地域の課題や関
係組織の関心・スキルに応じて連携組織
が活動内容を決定していると考えられ

る． 

表２ 各類型の連携の特徴 

 

  Ⅰ.市民型(70) Ⅱ.多主体型(25) Ⅲ.行政型(27) 

連
携
形
態 

連携期間 6.6  Ⅲ 9.6  Ⅲ 15.7  Ⅰ, Ⅱ 
連携組織数 5.2  Ⅱ 22.6  Ⅰ 12.0    
コーディネーターの有無 0.64    0.85  Ⅲ 0.48  Ⅱ 
行政負担率 0.07  Ⅱ, Ⅲ 0.19  Ⅰ, Ⅲ 0.40  Ⅰ  Ⅱ 
スキル提供組織数 1.4  Ⅱ 3.8  Ⅰ ,Ⅲ 1.1  Ⅱ 

提
供
資
源 

市民団体 物Ⅲ, スⅢ 場Ⅰ, Ⅲ, スⅢ ―   

行政 ―   スⅠ, Ⅲ 
金Ⅰ, Ⅱ, 人Ⅰ, Ⅱ 
物Ⅰ, Ⅱ, 場Ⅰ 

企業 ―   物Ⅰ, 場Ⅰ, スⅠ,Ⅲ ―   
大学 ―   スⅠ, Ⅲ ―   
研究所 ―   スⅠ, Ⅲ ―   
凡例：[金]資金，[人]人手，[物]物資，[場]場所，[ス]スキル

表３ 各類型の活動内容の特徴 
類型 環境改善 モニタリング 環境教育・自然体験 清掃・駆除 交流会 啓発 議論・計画作り 

Ⅰ.市民型(70) 29% 25% 24% 18% 20% 30% 26% 
Ⅱ.多主体型(25) 27% 8% 35% 19% 46% 12% 58% 
Ⅲ.行政型(27) 66% 21% 14% 41% 14% 17% 17% 

 
 表２の類型Ⅱでは，多くの組織がスキルを提供している他，市民団体が場所を，企業が物資と
場所を提供していた．これに関連して連携組織数やスキル提供組織数が多く，多様な主体が資源
を出し合って活動しているため『多主体型』と名付けた．さらに表３より，[環境教育・自然体
験]や[交流会]の活動が比較的多い他，過半数において[議論・計画作り]が実施されていた．これ
らのことから，同類型の連携では，連携組織が特定の分野における専門性を持ちながら，地域の



環境計画等を検討する委員会に参画しているものと考えられる．なお，事業に提供されているス
キルの例として，ワークショップの進行やマネジメントを挙げている事業もあった． 
表２の類型Ⅲでは，行政が資金，人材，物資，場所など様々な資源を提供していることから行
政負担率も顕著に高く，行政との関わりが深いことから『行政型』と名付けた．また，連携期間
が長く，コーディネーターやスキル提供組織数が少ないこと，さらに表３より，森林管理や河川
整備等の[環境改善]や[清掃・駆除]などの活動が多かった．これらのことから，同類型の連携は，
行政と共通した課題意識の基に行政主導で進められていると考えられる． 
次に，類型化した連携事業に参加して
いる組織の特徴をみていく．組織の特徴
に関する設問について類型ごとに回答
の平均値を求め，同値が他の類型と有意
に差があるかを検定した結果を表４に
示す．表中，平均値の右側に記載したロ
ーマ数字は多重比較の結果 5%水準で有
意差が見られた類型を意味し，1 つ以上
の他の類型と有意差が認められた数値
について，黒色と灰色のセルはそれぞれ
値が有意に高い・低いことを示す． 

表４ 各類型の組織の特徴 
  Ⅰ.市民型 Ⅱ.多主体型 Ⅲ.行政型 

連
携
志
向 

連携意欲 3.81   4.23 Ⅲ 3.59 Ⅱ 

他組織への呼びかけ 2.89 Ⅱ 3.81 Ⅰ, Ⅲ 2.79 Ⅱ 

連携ノウハウの有無 2.95 Ⅱ 3.84 Ⅰ, Ⅲ 2.68 Ⅱ 

外
部
と
の

繋
が
り 

ネットワーク組織への参加頻度 2.88 Ⅱ 3.65 Ⅰ, Ⅲ 2.48 Ⅱ 

同様課題へ取組む団体との関わり 3.45 Ⅱ 4.15 Ⅰ, Ⅲ 3.03 Ⅱ 

専
門
性 

資格・専門知識の有無 3.28 Ⅱ 3.96 Ⅰ, Ⅲ 2.96 Ⅱ 

教材・プログラムの有無 2.32 Ⅱ 3.04 Ⅰ 2.21   

人材育成の頻度 3.38 Ⅲ 3.27   2.56 Ⅰ 

 表より，『Ⅰ.市民型』の団体では，人材育成の頻度のみが高い水準であった．同類型の連携は，
連携期間が短く，連携組織数が少ないという特徴があった．このことから同類型の団体では，他
組織との連携を開始したばかり，もしくは，活動の初期段階であるためメンバーの士気が高く，
組織内メンバーのスキル向上に積極的であると考えられる．あるいは，連携期間が短く，比較的
小規模な連携であるため，大学や研究所等の専門的な機関との繋がりがまだない，個々の活動者
が担う作業量が多く，多様なスキルを求められるため人材育成が重視されている可能性もある． 
次に『Ⅱ.多主体型』の団体は，外部との繋がりが多い傾向が見られ，これは連携組織数が多く，
様々な組織が多様な資源を提供しているという同類型の連携の特徴に関連していると考えられ
る．同類型の団体は特定の活動分野に関する専門知識を持っている人が組織内部におり，独自の
教材プログラムを持っているなど専門性が高い．そのため，地域の環境計画作りなどの場におい
て意見を求められ，多様な分野の専門性を持つ活動団体と知り合う機会があると考えられる．あ
るいは，ネットワーク組織へ参加することで他組織との情報交換が活発になり，多様な考え方や
活動体制に触れる機会が多い可能性がある．これらの他組織との繋がりから，単一の団体では難
しい目標を連携によって達成しうることを認識，経験しているため，連携意欲も高いと考えられ
る． 
最後に『行政型』の団体は，ほとんど全ての項目において顕著に低い水準であった．これは，
連携期間が長く，行政との関わりが強い連携の特徴に関連していると考えられる．同類型の団体
の活動は 1990年頃の環境問題を背景に行政主導で行われてきた清掃や植林などが多く，現在も
行政主導で進められている，もしくは，行政の支援を受けて行われていると考えられる．活動メ
ンバーの変化が少なく，財政的に安定している状態であれば，活動規模の拡大や活動内容の変更，
活動体制の見直しなどについて検討する必要性に迫られていない可能性が高い．そのため，他組
織との連携に関心が低く，ネットワークを広げたり課題に対する専門性を高める意識が低いと
考えられる． 
以上の結果について環境情報科学学術研究論文集に投稿し，掲載された．また，2019年 11月
に開催された 2019年度環境情報科学研究発表大会において口頭発表を行った． 
 

1）独立行政法人環境再生保全機構，環境 NGO・NPO 総覧オンラインデータベース．＜https://www.erca.go.jp/jfge/ 
ngo/html/main.php＞，2018.5.9参照 
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